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要約 
地域の特色を活かしたコミュニティを形成し、人々の健康を増進して持続可能な地域を実現するため

に、具体的な行動として、以下の 3 つの提言を行う。 

 

1) 人の健康長寿、幸福長寿につながる活動を行う 

持続可能な地域を実現するためには、人々が健康長寿・幸福長寿になることが重要である。フレイル予

防に直結する、栄養・運動・社会参加の三位一体を体現し、健康長寿実現に向けた典型的な日常生活を実

現することが求められる。高齢者の身体・文化・地域活動とフレイルの関係を示した研究では、文化・地

域活動を実施することが、フレイル予防につながることが示された。全国で行われている「フレイルチェ

ック」では、市民のボランティアが地域ごとに自発的に運営方法を考え実践につなげている。このような

活動は地域貢献につながり、地域の活性化につながると期待される。 

 

 

2) 多世代交流を促すために、参加者全員にとっての生きがいややりがいにつなげる 

多世代交流のイベントなどでは、参加者全員に生きがいややりがいを感じさせる活動展開が重要であ

る。特に、高齢者がイベントに参加することはフレイル予防に直結するため、意識的に参加しやすいと考

えられるが、若者にはモチベーションになりにくいことがある。そのため、若者には新しいことに挑戦す

る機会の提供などの側面を持たせることが望ましい。このようなイベントを通して、地域のまちづくりが

活性化され、地域の魅力を再発見でき、地域コミュニティの一員として参加することができる。多世代交

流は、地域の未来を担う人材を育成することにつながる。 

 

 

3) 里山/里海や都市など地域の特色を活かす 

地域の特色を活かしたコミュニティ形成には、里山/里海や商業施設を利用し、地域住民が集まって活

動することが重要である。里山/里海では清掃や植樹など、複合商業施設で人々が集まって活動すること

は、地域住民の交流の場になるだけでなく、フレイル予防にもつなげられる。地域住民が自分たちの地域

に愛着を持ち、地域の魅力を発信することで、地域経済の活性化につながる。里山/里海や商業施設を活

用して、自分たちならではの独自の魅力的な地域づくりを目指すことが重要である。 
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1. はじめに 

1.1. 本社会提言のとりまとめ 

1.1.1. イオン東大里山ラボの設立 

イオン環境財団と東京大学未来ビジョン研究センターは、2021 年 9 月に日本の持続可能性を高めるこ

とを目指し、「イオン東大里山ラボ」を設立した(イオン環境財団, 2022)。「イオン東大里山ラボ」の目

指すものは、自然と調和した人間社会の構築、生き生きとした生活を送れる地域社会の構築、先駆的なア

イデアの地域における実践の 3 つである。自然と調和した人間社会の構築では、自然の恵みの里山サイ

エンスを理解した上でのサスティナブルな共生関係を目指す。生き生きとした生活を送れる地域社会の

構築では、生涯健康で楽しく生きがいのある仕事（勉学、ボランティア、介護、育児、家事など、多様な

社会に対する活動）に従事し、経済格差を感じない生活を目指す。先駆的アイデアの地域における実践で

は、大学と民間、地域が一体となって実践する新たなプラットフォームを形成する。「イオン東大里山ラ

ボ」には、未来ビジョン研究センターで、工学（都市工学、化学工学）、医学、経済学、農学を専門とす

る研究員が参画している。 

「イオン東大里山ラボ」では、図 1 に示すエネルギー、食料基盤、人材・新産業、健康を 4 つの柱と

し、最終的に自然と健全に共生する人間社会を創造することを目指している。エネルギーでは、太陽光や

風力などの多様な再生可能エネルギーを活用した自立的なゼロカーボンのエネルギー基盤を構築する。

食料基盤では、持続的な食料生産基盤を構築しつつ、里山としての美しいランドスケープを創出する。人

材・新産業では、持続可能な社会を構築するための新たな産業を生み出し、新しいアイデアに基づく新し

い担い手を作り、地域に住み続ける暮らしを確保することを目指す。健康では、高齢者に限らず、全国民

に焦点を当て、健康長寿・幸福長寿で安全なくらしと地域の産業と文化を支える生きがいと活力の創出を

目指す。 

 

図 1 「イオン東大里山ラボ」の 4 つの柱 
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この活動を通して、「イオン東大里山ラボ」では、地域の自然資源を活用し、生物多様性の保全と、カ

ーボンニュートラル化を達成しながら地域の経済再生を目指す。新しい里山のコンセプトの提案や、具体

的な地域における新しい里山を実現するプロジェクトの推進、「イオン東大里山ラボ」を通じた新しい里

山作りを担う人材の育成、研究活動の国内外への発信を行っていく。 

1.1.2. シンポジウムの開催 

「イオン東大里山ラボ」では、研究活動を国内外に発信するために、「新たな里山チャレンジが拓く 

未来の地球」と題したシンポジウムを毎年開催している。第 1 回はキックオフとして、「スマートエコア

イランド戦略」を副題とし、離島における様々な里山に関わる新しい活動に焦点を当て、地球全体のサス

ティナビリティに関する議論を行った(IFI, 2022)。シンポジウムでは、佐渡島と種子島における地域の行

政や公共団体、さらに関係する研究者から、各島での取り組み事例が紹介された。第 2 回は「地域貢献に

よる健康長寿・幸福長寿の実現」を副題として、健康活動と里山活動の連携に関する議論を行った(IFI, 
2023b)。フレイル予防を行っている平塚市と里山活動を行っている佐渡市での取り組みが紹介された。 

シンポジウムには、第 1 回はオンラインのみで開催し 236 名の登録者数があった。年代別の内訳は 60
代以上が最も多く 45%、50 代が 19%、40 代が 17%、30 代が 12%、20 代が 7%、10 代が 0%（1 名）で

あった。職業・所属は会社員が 35%、会社役員が 9%、大学職員が 12%、公務員が 4%、学生が 8%、そ

の他が 32%であった。第 2 回はオンラインと東京大学安田講堂のハイブリッド形式で行い、オンライン

の登録者数が 492 名、会場が 227 名で合わせて 719 名であった。719 名の年代別の内訳は 60 代以上が

最も多く 48%、50 代が 21%、40 代が 17%、30 代が 8%、20 代が 3%、10 代が 3%であった。職業・所

属は会社員が 29%、会社役員が 6%、大学職員が 9%、公務員が 6%、学生が 6%、その他が 43%であった

（四捨五入しているため合計が 100%になっていない）。 

 

1.2. 持続可能な地域の将来ビジョンとこれから 

1.2.1. 地球と人間の健康 

地球と人間の健康については、現代の社会において注目されるようになっている。特に、環境問題や気

候変動が顕著になり、地球上の生態系や人間の健康に深刻な問題を引き起こしている。これらの問題に対

処するため、「One Health」や「Planetary Health」という概念が注目を集めている。 

「One Health」は、生態系の中で相互に密接につながり、強く影響し合っている人と動物の健康と環

境の健全性を守っていこうとする考え方のことである(One world one health, 2023)。2019 年に中国の武

漢で最初の感染者が確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のように、人と動物の両方に感

染する人獣共通感染症が多く発生しており、野生動物や家畜、人間と地球の健康を維持することの重要性

が増している。野生動物の保護による生物多様性や、地球環境の保全が One Health の理念に含まれてい

る。 

「Planetary Health」とは、人と地球の健康は密接に関わっているということを前提に、地球環境に多

大な影響を及ぼしている人間の政治経済や社会システムを分析し、人を含むすべての生態系と地球の健

康の共存を目指すことである(Planetary health alliance, 2023)。地球の自然システムはすべてつながっ

ており、これらの課題を理解し対応していくためには、学術分野や国境を越えて大規模に協力していくこ

とが必要である。 
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1.2.2. 気候変動を含む環境問題 

近年、異常気象として日本の豪雨や台風、世界の熱波などが頻発しており、地球の気候変動が深刻化し

ている。日本においては、2018 年の西日本豪雨では、西日本を中心に広範囲で土砂災害や河川の氾濫が

発生し、多数の死者や行方不明者が発生した(気象庁, 2023a)。これは地球温暖化の影響により、被害が大

きくなったと考えられており、シミュレーションに基づく分析では、温暖化の影響がなかった時と比較し

て降水量が 6.7%増加したと推定されている(Kawase et al., 2020)。また、2019 年の台風 19 号(気象庁, 
2023b)など、河川の氾濫や土砂災害、電気・水道・道路・鉄道施設等のライフラインに被害を与え、停電

や交通障害が発生した。世界では温暖化が原因とされる熱波も多く発生し(BBC, 2023)、ヨーロッパやア

メリカなどの広範囲で熱波により熱中症による死者や、火事が発生している。 

様々な地球環境に対して超えてはならないバウンダリーがあることを示した Planetary boundary が

2009 年に提唱された(Rockström et al., 2009)。Planetary boundary は、人が地球で安全に活動できる範

囲を定義し、その限界点を示したものである。Planetary boundary では、地球システムの 9 つの項目（気

候変動、大気エアロゾルの負荷、成層圏オゾンの破壊、海洋酸性化、淡水変化、土地利用変化、生物圏の

一体性、窒素・リンの生物地球化学的循環、新規化学物質）について、人間が地球上で持続的に生存でき

る指標が示されている。項目ごとに限界値が決められており、この限界値内に人間活動をとどめる努力を

続けることが重要としている。 

また、気候変動を科学的に分析し、政策提言を行う国連の政府間パネルとして、国連気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）がある(IPCC, 2023)。人為起源による気候変化、影響、適応および緩和方策に関

して、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的としており、世界の科学

者が発表する論文や観測・予測データから、科学的な分析や社会経済への影響、気候変動を抑える対策を

5～6 年ごとに評価報告書にまとめて公表する。2022 年に発表された第 6 次報告書(AR6)では、気候変動

による影響やリスクが示された(IPCC, 2022)。 

1.2.3. 生物の多様性 

人間活動による影響が主な原因で絶滅が危惧されている種があり、生物多様性の危機にさらされてい

る。生物多様性と生態系サービスに関する動向を科学的に評価し、科学と政策のつながりを強化する政府

間のプラットフォームとして、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォー

ム（IPBES）がある(IPBES, 2023)。科学的評価、能力開発、知見生成、政策立案支援の 4 つの機能を活

動の柱としており、科学と政策の間の強化を目的として、国際条約や各国の政策の決定者に有用な科学的

知見を提供している。 

2022 年にカナダのモントリオールで開かれた国連生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15）では、

2030 年までに地球上の陸域と海域の 30%以上を保護する「30by30 目標」という合意がなされた

(Convention on Biological Diversity, 2023)。また、保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（Other 
Effective area-based Conservation Measure s：OECM）として、日本の里山のように、自然保護が第 1
の目的ではないが、管理をされており自然保護に寄与する場所も 30by30 目標の対象とされた。 

1.2.4. 持続可能な社会の実現に向けて 

将来の社会ビジョンを示した例として、パリ協定(UNFCC, 2015)や持続可能な開発目標（SDGs: 
Sustainable Development Goals）(United Nations, 2015)といった世界的なものに加え、日本でも第 5 
期科学技術基本計画の Society 5.0(内閣府, 2016) や第五次環境基本計画の地域循環共生圏(環境省, 2018)
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など様々なものが提案されている。また、日本では 2050 年にカーボンニュートラルになることを宣言し

ており(首相官邸, 2021)、脱炭素に向かうために地域特性に応じて先行的な取り組みを実施し CO2排出量

を削減する地域を脱炭素先行地域として認定している(環境省, 2023a)。さらに、地域の持続的な発展のた

めには、ビヨンド・”ゼロカーボン”として、カーボンニュートラルを実現した上で、それが環境・生態

系、食料生産、雇用、伝統・文化の発展など地域の豊かさに繋がっていくことが求められる (IFI, 2023a)。
カーボンニュートラルで持続可能な社会として、地域が持続的に発展していくためには、地域の豊かさに

繋がる要素となる環境・生態系、食料生産、雇用、伝統・文化などの将来像を議論し、その実現に向けて

具体的な施策や行動を起こしていくことが求められる。 

 

1.3. 里山/里海や地域での活動 

1.3.1. 里山と里海の保全活動 

「里山」は、農業生産や農家生活のために利用される「農用林」という用語を一般の人にわかりやすく

説明するために、森林生態学者の四手井綱英が自らの造語として 1967 年に使用したとされている。それ

以前にも里山という言葉は使用されていたようではあるが、四手井によって里山という言葉が広まった

といえる。農用林の意味合いで使われたことからも森林や林業の分野で使用されることが多かったが、

1990 年代以降は自然保護分野で里山が注目されるようになってきている(岡田, 2017)。 

環境省の里地里山保全活用行動計画では、“里地里山は、集落を取り巻く農地、ため池、二次林と人工

林、草原などで構成される地域であり、相対的に自然性の高い奥山自然地域と人間活動が集中する都市地

域との中間に位置”している地域だと定義としている(環境省, 2010)。里地里山は、日本国土の約 4 割を

占めているが、1950 年代以降の生活や農業の近代化に伴い、人手が入らず放置される場所も見られるよ

うになっている。現在の里地里山の課題として、動植物の生息・生育環境の質の低下、人と野生鳥獣の軋

轢の深刻化、ゴミの投棄、景観や国土保全機能の低下、管理の担い手の活力の低下が挙げられる。しかし、

里地里山の役割として、生物多様性の保全、バイオマスの新たな資源としての価値、景観や伝統的生活文

化の維持、環境教育・自然体験の場、地球温暖化の防止のように、多様な意義や機能があり重要性が高ま

っている。 

里地里山で暮らす人々の減少に伴い、里地里山地域で暮らす人々だけでは、生物多様性を持つ里地里山

の維持管理が難しくなっており、都市や民間団体、企業などによる里地里山の保全活動を進めていくこと

が重要である。里地里山の保全の事例は環境省などにより公開されており、地域によって、農林業を軸に

した場合や、野生動植物の保護に重きをおいた場合、景観や伝統的な生活文化を保全・継承する場合、環

境教育の場として活用する場合といったように目的別に整理されている(環境省, 2010)。 

「里海」は 1998 年に提唱され、“人手が加わることで生物多様性と生産性が高くなった沿岸地域”と

定義された(Yanagi, 2013)。里海づくりは、多様性の観点から海域の保全と再生を支える 3 つの要素であ

る「物質循環」、「生態系」、「ふれあい」に加え、持続性の観点から里海づくりの実践を支える 2 つの

要素の「活動の場」と「活動の主体」を合わせた 5 つの要素から構成される(環境省, 2023b)。この 5 つ

のバランスにより、海域毎の特色ある里海づくりの多様な活動が形成される。里海づくりの活動では、藻

場・干潟の保全・再生・創出や海岸の清掃の他、里山と同様に自然とのふれあいや環境教育を目的とした

活動が行われている。 
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1.3.2. 地域におけるコミュニティ形成 

里山/里海などの地域での活動によって、地域内外の人々の交流が生まれ、新たなコミュニティが形成

される。里山の管理や利用において、多様な主体の参加を促進している例として、高知県四万十町や群馬

県みなかみ町の例が挙げられる(環境省, 2010)。四万十川の流域である高知県四万十町では、地元企業が

中心となり、農林漁家や地元住民を巻き込んで、地域の林業の不振により資源として利用されなくなった

ヒノキや、シカやイノシシなどの農林業への害獣を使った商品を開発し、その売り上げによって農林漁家

の収入や生産意欲を向上させることに成功している。利根川の上流の流域にあたる群馬県みなかみ町で

は、東京や千葉、埼玉といった下流域の都市住民を中心とした団体を主体として、水上町の住民たちと連

携して、里山の保全に取り組んでいる。 

脱炭素先行地域に選定された佐渡市(佐渡市, 2022)は、2011 年にトキと共生する佐渡の里山として世

界農業遺産に認定されており、里山や農林業における活動をイオン東大里山ラボのシンポジウムで講演

した(IFI, 2022; IFI, 2023b)。佐渡市では食育として、保育園や小学校・中学校で、農家による授業をし、

学校給食では地元の有機食材を利用している(佐渡地域世界農業遺産推進協議会, 2022)。また、おばあち

ゃんの宅急便という名前で、都会に住む孫世代の人々に手書きの手紙を添えて農産物を販売しており、多

世代交流となっている。また、シニア世代が若者を巻き込んで竹を使って様々なものを作成したり、バン

ブーフェスティバルを実施したりしている。バンブーフェスティバルでは、地域の人が様々な差し入れを

するなど、関わる人が増えていき、新しいコミュニティが形成されている。 

 

1.4. 地域活力と多様性のある高齢化社会 

1.4.1. 超高齢社会での新たな地域社会の在り方の創出 

日本は超高齢社会に向かっており、超高齢社会を前提とした新たな地域社会の在り方を創出していく

必要がある(飯島, 2020；2021a)。新たな地域社会では、誰ひとり取り残さない共生社会で、住民主体の

活気あるまちづくりによるいきがいづくりをし、弱っても安心して住み続けられる地域包括ケアによっ

て、いつまでも元気な高齢者も「社会の支え手」となり、長生きを喜べる長寿社会にしていくことが求め

られる。これらを実現するためには、まちぐるみでの包括的アプローチが必要であり、産官学民協働によ

ってリデザインしていくことが重要である。また、フレイル予防や生活支援、地域包括ケアシステム、情

報システムネットワークなど、多様な視点からアクションリサーチを行い、次世代型の地域の在り方を創

出することが重要である。 

1.4.2. フレイル予防による健康長寿 

人は高齢になるにつれて心身の機能が低下し、日常の生活活動や自立度の低下を経て、要介護状態にな

る。要介護状態になる直前の心身機能が顕著に低下している者を一般的に「虚弱」（frailty）と呼ばれて

いたが、この状態の予防意識を高めるため、2014 年に虚弱のことを「フレイル」と名付けられた(荒井, 
2014)。フレイルには図 2 に示すように、健常と要介護状態の中間の時期であり、多面的な要因の負の連

鎖で自立機能を低下しやすいが、一方で可逆性があるという特徴がある。フレイルは要介護の手前の状態

であるため、より「早期の段階から国民に前向きな気持ちで予防意識を高めてもらうことが求められてい

る。以上より、真の健康寿命延伸・健康長寿社会の構築を実現するためには、このフレイル予防が重要な

鍵となる。 
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フレイルと加齢による筋肉量の減少および筋力の低下には関係があり、筋力量が減少することで、安静

時の代謝や消費エネルギーが減り、食欲（食事摂取量）が低下して、低栄養や体重減少に陥ってさらなる

筋力量の低下を促す、負の連鎖に陥っていく。そこには、独居や閉じこもり、貧困などの社会的問題や、

認知機能障害や抑うつといった精神・心理的問題も大きく関係する。この負の連鎖をいかにより早期から

断ち切れるのかが課題である。フレイルやフレイルに入る直前の時期において、「①栄養（しっかり噛ん

でしっかり食べる）、②運動（しっかり動く）、③社会参加（閉じこもらない、社会貢献）」という 3 つ

の柱による取り組みが重要である。そのためには、3 つの柱を三位一体として、高齢者の食生活や食習慣

を始めとして、彼らを取り巻く社会環境や精神状態などの全てを包含した取り組みが必要である(Iijima, 
2018; Lyu et al., 2022; 飯島, 2021b)。 

 

図 2 フレイルの概念出典（飯島作成 (Kuzuya, 2015)より引用改変） 

フレイルの最大の要因は、栄養の偏りや低栄養が原因で進行する筋肉量の減少であり、「いつまでもし

っかりと食べられる、口腔機能の重要性」を原点として改めて人々の意識変容を促す必要がある。高齢者

の食の安定性である「食力」は、食べるための歯の状態が一番重要であると同時に、複数の基礎疾患やそ

れに付随する多剤併用、全身や口の筋力量の減少、栄養摂取バランスの偏りや食に対する誤認識といった

栄養問題などの複数の要素によって成り立っている。さらに、孤食などの食環境の変化も含む、社会性・

心理面・認知・経済的問題等の要素も軽視できない(Kuroda et al., 2015)。高齢者が安定した食生活を最

期の時期まで自分の口で食べられるようにするためには、食支援および口腔機能の視点でフレイル予防

を進める中で非常に重要な鍵になる。口の機能低下を予防するため、オーラルフレイルという概念が立ち

上げられている(Tanaka et al., 2018)。軽視されがちであったオーラルフレイルをより早い段階で評価し、

早期に気づき、行動変容につなげ、さらに然るべき必要な介入を施すことが健康長寿の達成に寄与するこ

とが期待される。 
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2. 社会提言 

本社会提言では上記のような背景に基づき、地域の特色を活かしたコミュニティを形成し、人々の健康

を増進して持続可能な地域を実現することを目指す。図 3 に、里山・里海活動を通じた健康増進・フレ

イル予防および健康長寿まちづくりの概要を示す。地域コミュニティ、自然（里山・里海など）、人の健

康を相互に連関させ、三方良しの状態を目指す。そのために、商業施設や里山・里海をフレイル予防やコ

ミュニティ形成の場として利用し、人の健康を維持しつつ地域コミュニティを活性化させていくことを

提案する。本社会提言の実現により、健康な人材の増加による地域の生産性や地域力が向上し、地域の担

い手も成長していくことが望まれる。 

地域の特色を活かしたコミュニティを形成し、人々の健康を増進して持続可能な地域を実現するため

に、具体的な行動として、以下の 3 つの提言を行う。 

1) 人の健康長寿、幸福長寿につながる活動を行う 
2) 多世代交流を促すために、参加者全員にとっての生きがいややりがいにつなげる 
3) 里山/里海や都市など地域の特色を活かす 

 

図 3 里山・里海活動を通じた健康増進・フレイル予防および健康長寿まちづくり 

3. 社会提言の詳細 

3.1. 人の健康長寿、幸福長寿につながる活動を行う 

地域の特色を活かしたコミュニティを形成し、人々の健康を増進して持続可能な地域を実現するため

には、人の健康長寿、幸福長寿につながる活動を行うこと重要である。定期的かつ能動的な活動による健

康増進するためには、フレイル予防に直結する、栄養・運動・社会参加の三位一体を体現し、健康長寿実

現に向けた典型的な日常生活を実現することが求められる。 

図 4 に、高齢者の身体・文化・地域活動とフレイルの関係を示す。日常における身体、文化、地域活

動の実施の有無とフレイルは関連しており、また実施していない活動が増えるほどフレイルのリスクが

高くなる傾向が示された。運動習慣はないが他の文化・地域活動を実施している群は、運動習慣だけがあ
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る群よりもリスクが低かった。この結果は、運動のみならず、文化・地域活動を日常生活に継続的に取り

入れて実施することが、十分フレイル予防につながることを意味している。フレイル予防では、身体活動

の実施が重要ではあるが、身体活動が困難な高齢者であっても、文化活動や地域活動などの分野の異なる

活動を重複して行うことがフレイル予防につながる可能性が示唆された(Yoshizawa et al., 2019)。 

 

図 4 様々な活動の複数実施とフレイルへのリスク(Yoshizawa et al., 2019) 

フレイル予防による健康長寿の実現のための「①栄養②運動③社会参加」の 3 つの柱を人々に啓発し、

人々の意識や行動を変容していく必要がある。この 3 つの柱を市民同士で気づき、自分事化するための

市民主体の「フレイルチェック」を構築し、全国展開を行っている。図 5 に、フレイルチェックの様子

と高齢住民を中心とした健康長寿まちづくりのイメージを示す(IOG, 2022; 飯島, 2022)。フレイルチェ

ックはボランティアによるフレイルサポーターによって運営される。フレイルサポーターの養成研修を

実践し、多くの自治体でフレイルチェックを実施している。フレイルチェックにより、フレイル予防だけ

でなく、高齢住民フレイルサポーター達による新たな地域貢献が期待される。 

平塚市では、フレイルサポーターによるフレイルチェックが行われているが、測定結果が良ければ一緒

になって喜びあい、笑顔があふれる場所となっている(IFI, 2023b)。また、オーラルフレイル予防のため

の「カムカム教室」を平塚市のサポーターが独自に行っている。カムカム教室では、サポーターの発案で、

マスクでわかりづらい「だ液腺の場所」を伝えるために赤シールを顔に貼ったり、サポーターが自宅で試

した噛み応えのある料理を紹介したり、オリジナルソングを作ったりと、参加者が元気でいてもらうため

の伝え方が工夫されている。これらの心遣いや、同世代の当事者同士だから分かり合えるお悩み、フレイ

ル予防のアイデアを共有することで、次への行動につなげる好循環が生まれている。 

持続可能な地域を創り出す人々が健康になり、幸福な生活を送れる身体状況を実現することが必要で

ある。高齢住民フレイルサポーター達による新たな地域貢献を狙いつつ、早い段階からの包括的なフレイ

ル予防を広めていく必要がある。フレイル予防に向けたイベント等に参加する仲間のポジティブな行動

変容が、自身の行動変容や習慣化を強め合うことも期待され、人々の健康長寿が実現することで、快活な

まちづくりを目指すことが重要である。地域事情や特性を把握している自治体の行政や民生委員、フレイ

ルチェックなどの社会参加の場を提供する社会福祉協議会などと協力し、効果的でエンターテインメン
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ト性のある社会参加の場を創設していくことが重要である。 

 

図 5 フレイル予防を通した高齢住民主体の健康長寿まちづくり(飯島, 2022) 

 

3.2. 多世代交流を促すために、参加者全員にとっての生きがいややりがい

につなげる 

多世代交流を目的とした活動やイベントでは、参加者全員にとっての生きがいややりがいにつなげる

ことが重要である。参加者の健康増進を目的とした場合には、フレイル予防など、高齢者にとっては自覚

を持って参加できる活動が多いが、若者には数十年後の自分のためにフレイル予防をすることはモチベ

ーションになりづらい。参加者全員にとって、何らかの生きがいややりがいを感じられる活動を展開して

いく必要がある。 

何かのイベント等に参加することは、イベント会場に行くだけでも体を動かすこととなり、どんな人に

とっても健康増進につながる。若者は健康のためにイベント等に参加することはモチベーションになり

づらいだろうが、若者にとって、新しいことに挑戦することが自身の生きがいややりがいの発見につなが

ることもある。多世代交流のイベントでは、参加者がそれぞれチャレンジできる機会を提供することが大

切で、1 つのイベントでも様々な側面を持たせて、参加者が各々新しい発見や経験をすることができるよ

うにしておくことが望ましい。また、多世代の人たちとの交流を通して、ロールモデルになりうる人との

出会いや、自分の価値観・世界観が変化することも期待できる。 

多世代の交流によって、地域のまちづくりが活性化されることが期待される。地域の歴史や文化、自然

などの魅力をイベントに取り入れたり、地域の特産品を販売したりすることで、地域の魅力を再発見する

ことができる。地域のシニア世代が若い世代に経験や知識を伝え、地域の歴史や文化、自然環境などにつ

いて学ぶことは、多世代交流を促進するだけでなく、地域の人たちが自分たちの地域について理解を深

め、地域の文化や伝統を守ることにもつなげられると考えられる。イベントを開催することで、地域の活

性化や新たなビジネスチャンスの創出も期待できる。地域の清掃活動や公園づくりなどのボランティア

活動は、地域コミュニティの一員として参加し、参加者が地域の魅力や課題を知ることで、地域を担う人
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材として成長することができる。多世代交流をすることで、地域の未来を担う人材を育成することにつな

げられる。 

 

3.3. 里山/里海や都市など地域の特色を活かす 

地域の特色を活かしたコミュニティの形成にあたって、里山/里海や都市などの特徴を活かしていくこ

とが重要である。図 6 に、里山/里海と都市の連携とイオンの関わりのイメージを示す。コミュニティの

形成の場として、里山/里海や商業施設などを利用することで、自分たちの地域の理解を促進し、独自の

魅力的な地域づくりをすることにつながっていくと考えられる。 

里山/里海を守るための取り組みでは、地域の住民やボランティアによる清掃活動や植樹活動、生態系

調査などがある。他にも地域の歴史や文化、自然などについての研修やツアーを開催し、地域住民自身が

ガイドとなることで、これらを通して里山/里海の理解促進をすることができる。自分たちの地域の里山/
里海についての課題も把握することができ、その改善を提案・実行していくことができれば、魅力的な地

域づくりにつなげていけるだろう。また、里山/里海での活動は、自然と長距離を歩いたり、坂の上り下

りをしたりする必要があり、体を動かすため健康を意識せずともフレイル予防として健康長寿につなげ

ることが可能である。 

 

図 6 里山/里海と都市の連携とイオンの関わりのイメージ 

 

都市では、里山/里海のように地域住民が集まり一緒に活動できる場が少ないが、人が集まる商業施設

は、コミュニティ形成やフレイル予防活動の役割を担えると考えられる。特に複合型商業施設は、いろい

ろなお店を見ているだけで自然と長距離歩くことができる。また、イベントのための広場も設けられてい
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る商業施設も多く、地域住民の交流の場として利用することができる。 

地域住民が集まり、一緒に活動することで、地域住民が自発的に自分たちならではの独自の魅力的な地

域づくりをできるような場所として、里山/里海や商業施設などを活用することが望ましい。地域住民が

集まり、意見を出し合い、地域のアイデンティティを形成しまちづくりに活かしていくことが必要であ

る。地域住民が自分たちの地域に愛着を持ち、関心を持つことで、地域の魅力として発信されることが増

えていき、地域の特産品や文化を活用した観光や産業が生まれ、地域経済の活性化につながることが期待

される。 

里山/里海や商業施設では、意図せずに歩き回ることでフレイル予防になるだけでなく、地域の人々が

集まって一緒に活動をすることで、地域住民が自分たちの地域の理解につなげる場としても活用できる。

これらの活動を通して、自分たちのまちは自分たちで創り守ることになり、自分たちならではの独自の魅

力的な地域づくりにつながり、地域のアイデンティティを創出することになる。そのため、里山/里海や

商業施設を積極的に活用していくことが必要である。 

以上の活動を通して、地域の特色を活かしたコミュニティを形成し、人々の健康を増進して持続可能な

地域を実現する。里山/里海活動を通して、いきがいや地域・社会貢献をし、いろいろな人や自然との関

わりにより精神的な健康増進が期待できる。健康な人材が増加することで、地域の生産性や地域力の向上

が望まれる。仲間たちと一緒に自分たちの「まち」を守り創ることで、地域コミュニティが活性化し、さ

らなる地域の担い手が成長することで地域の持続性を実現できる。 
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